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※※※※ 注意事項注意事項注意事項注意事項

Ⅸ 主要な施策の成果

Ⅹ 東広島市水道事業会計決算

1 事業名に付いている記号について（Ⅸのみ）

新 ・・・平成27年度新規事業

・・・事業名を複数事業で複合的に掲載している場合は

その細目事業名を列挙。

・・・事業内で特に重点的に実施したもの。

2 予算額及び決算額について

事業名の最上段に記載した取組みの金額を積み上げています。

・・・H26-H27繰越額を含み、H27-H28繰越額を除いた予算額

・・・H26-H27繰越額を含んだ決算額

「・」

「○」

 予算額

 決算額



Ⅰ　会計別決算の状況

（単位：千円）

Ｃ

Ｄ

※水道事業会計及び財産区（管理会）特別会計を除く。

※｢合計｣欄の数値及び差引額は、各会計別の端数整理によりその計と一致しないことがある。

Ⅱ　一般会計（歳出）の伸び率の推移

（単位：％）

119,336,095 116,726,090

76,932

22,696             

22,696             

H26

7,965               

0                       

特 定 地 域 生 活

排 水 処 理 事 業

7,922

11,307

292,372

（ 直 営 診 療 施 設 勘 定 ）

国 民 健 康 保 険

11,769,902

0                       

1,626,996

7,922

1,936,440        

76,932 0                       

0                       

0                       

1,634,961

（ 事 業 勘 定 ）

0                       

0                       

100                  

0                       

0                       

7,965               

0                       

0                       

産 業 団 地 造 成 事 業 360,150 360,150

0                       

0                       

0                       

0                       

100                  

11,307

0                       

292,272

会 計 名

住 宅 新 築 資 金 等

一 般 会 計

ひ が し ひ ろ し ま

墓 園 管 理 事 業

寺家地区土地区画整理事業

貸 付 事 業

産 業 団 地

公 共 下 水 道 事 業

汚 水 処 理 施 設 事 業

農 業 集 落 排 水 事 業

伸 び 率

合 計

介 護 保 険

（ 保 険 事 業 勘 定 ）

介 護 保 険

（介護サービス事業勘定）

年 度

特

別

会

計

国 民 健 康 保 険

後 期 高 齢 者 医 療

1,936,340        

554,101           

4,507               

5,903               

80,030,563 77,540,122

6,121 6,121

14,719 14,719

172,031 167,400

43,345 38,838

4,631               

4,631               

0                       

0                       

H20 H21

3.9△ 1.7

歳 入 Ａ 歳 出 Ｂ

0                       

（Ａ－Ｂ）

翌 年 度 へ 繰 越

0                       

0                       

5,903               

0                       

4,507               

4,982,107 4,976,204

実 質 収 支

（Ｃ－Ｄ）

形 式 収 支

す べ き 財 源

0                       

2,490,441        

0.5 △ 1.1 5.32.0

11,843,664

19,859,901 19,837,205

H27

0                       

0                       

73,762             

73,762             

2.8 △ 0.9 11.1

673,565           

2,610,005        

H22 H23 H24 H25

1.4

H18 H19

1



Ⅲ　一般会計款別の内訳（歳入）

（単位：千円、％）

8,820,885 11.1

88,961 0.1

127,594 0.2

124,267 0.2

79,528,902 100.0

4,297,517 5.4

2,709,731 3.4

11,295,300 14.2

4,700,780 5.9

370,261 0.5

500,369 0.6

422,499 0.5

2,178,715 2.7

123,910 0.2

624,051 0.8

68,052 0.1

190,375 0.2

537,220

△ 177,240

85,493

501,661

811,536

△ 1,228,569

△ 595,728

△ 1,805,300

1,438,205

27,922

増 減 率

1,520,312

4,967

68,499

△ 1,507

144,646

増 減 額

564,693

30,176

△ 15,642

△ 45,729

平 成 ２ ６ 年 度

決 算 額

構 成 比

28,524,822 35.9

△ 24.0

2.0

4.8

△ 23.0

3,699,027 4.6

102,907 0.1株式等譲渡所得割交付金 130,829 0.2 27.1

配 当 割 交 付 金

国 庫 支 出 金 10,259,090

県 支 出 金

12.8

0.2

5,238,000 6.5

地 方 特 例 交 付 金 130,154

10,807,664

使 用 料 及 び 手 数 料 1,044,748

交通安全対策特別交付金 30,618

地 方 交 付 税

69.8

126,087 0.2

地 方 消 費 税 交 付 金

7.2

△ 12.1

△ 28.6

192.1

△ 22.0

77.0

△ 1.2

4.0

16.3

11.4

1.1

△ 47.9

17.1

市 税 29,089,515 36.4

区 分

平 成 ２ ７ 年 度

決 算 額

構 成 比

利 子 割 交 付 金 52,410 0.1

地 方 譲 与 税 654,227 0.8

自 動 車 取 得 税 交 付 金 157,460 0.2

128,877 0.2

△ 4.5

0.2 4.7

13.5

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

国 有 提 供 施 設 等 所 在

市 町 村 助 成 交 付 金

5,887

△ 509,523

分 担 金 及 び 負 担 金 1,651,342 2.1

2,053

△ 227,481

11,317,187 14.2

28,565

1.3

0.0

11,417

0.0

1,878,823 2.4

1,033,331 1.3

寄 附 金 585,862 0.7

財 産 収 入 193,021 0.2

3,068,948 3.8

1.5

市 債 9,490,000 11.9

繰 入 金 1,234,035

諸 収 入 2,114,003

繰 越 金

0.6合 計 80,030,563 100.0

2.6

△ 16.0
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Ⅳ　一般会計款別歳入構成  

（単位：千円）

特 定 財 源

36.3%

(29,076,731)

地 方 交 付 税

13.5%

(10,807,664)

市 税

36.4%

(29,089,515)

総 額

100.0%

(80,030,563)

市 債

8.6%

(6,879,500)

地方消費税交付金

4.6%

(3,699,027)

県 支 出 金

6.5%

(5,168,603)

諸 収 入

2.5%

(2,013,564)

繰 入 金

1.1%

(880,949)

繰 越 金

0.8% (667,177)

寄 附 金

0.7%  (585,862)

財 産 収 入

0.2%  (122,840)

一 般 財 源

63.7%

(50,953,832)

分担金及び負担金

2.1%

(1,649,831)

国 庫 支 出 金

12.6%

(10,110,122)

地方譲与税

0.8%   (654,227)

繰入金

0.4%   (353,086)

自動車取得税交付金

0.2%   (157,460)

国庫支出金

0.2％ (148,968)

配当割交付金

0.2％ (144,646)

株式等譲渡所得割交付金

0.2% (130,829)

地方特例交付金

0.2% (130,154)

その他

0.7%   (625,985)

市 債

3.3%

(2,610,500)

繰 越 金

3.0%

(2,401,771)

使用料及び手数料

1.2%

(998,283)
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Ⅴ　一般会計款別の内訳（歳出）

（単位：千円、％）

増 減 額

△ 3,328

△ 177,172

1,626,852

△ 534,584

△ 49,061

1,963,882 2.6

2,049,528 2.7

平成２６年度

決 算 額

構 成 比

467,431 0.6

13,187,159 17.2

21,815,198 28.6

411,647

77,540,122 1,080,168

△ 1,153,957

△ 213,497

1,864,924

47,857

9,474,326 12.4

76,459,954 100.0

9.5

81,789 0.1

11,316,138 14.8

329,119 0.4

公 債 費 10,360,461

8,320,369 10.7

商 工 費 2,461,175 3.2

土 木 費

諸 支 出 金 259,300

災 害 復 旧 費 129,646

教 育 費

議 会 費 464,103 0.6

5,036,883

1.4

0.2

13.4

25.9

3.9 △ 6.63,223,622 4.2

7,195,953

△ 8.4△ 955,677

11.7

合 計 100.0

0.3 △ 21.2△ 69,819

6.5

318,926 0.4

区 分

平成２７年度

決 算 額

構 成 比

総 務 費

58.5

増 減 率

20.1

△ 12.2

14.6

△ 0.7

消 防 費 3,010,125

9,060,877

4,502,299 5.8

民 生 費 23,442,050 30.2

13,009,987

労 働 費

農 林 水 産 業 費 2,249,865 2.9

0.3269,865

衛 生 費

285,983

△ 1.3

△ 15.4

7.5

△ 10.6

16.8

4



Ⅵ　一般会計款別歳出構成  

（単位：千円）

総 額

100.0%

(77,540,122)

教 育 費

11.7%

(9,060,877)

民 生 費

30.2%

(23,442,050)

総 務 費

16.8%

(13,009,987)

公 債 費

13.4%

(10,360,461)

土 木 費

10.7%

(8,320,369)

衛 生 費

5.8%

(4,502,299)

災 害 復 旧 費

0.2%

(129,646)

消 防 費

3.9%

(3,010,125)

諸 支 出 金

0.3%

(259,300)

労 働 費

0.3%

(269,865)

議 会 費

0.6%

(464,103)

農林水産業費

2.9%

(2,249,865)

商 工 費

3.2%

(2,461,175)
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Ⅶ　一般会計性質別歳出の内訳

（単位：千円、％）

76,459,954 100.0

1,396,299 1.8

5,079,353 6.7

14,587,355 19.1

6,089,977 8.0

13,405,527 17.6

8,111,703 10.6

△ 6.3

0.0 △ 32,470

△ 100,0002.0

13.1

5,663,450 7.4

54,100 0.1

1,598,000 2.1

5,447,038

△ 60.0

10,050,939

47,618

増 減 額

113,227

522,428

△ 943,313

△ 307,658

5,399,420

11,230,356 14.7

9,968,512 13.0

82,427 0.1

増 減 率

54.2

△ 86.1

57.8

0.8

4.0

54.2

△ 8.4

△ 0.8

区 分

平 成 ２ ７ 年 度

決 算 額

構 成 比

平 成 ２ ６ 年 度

決 算 額

構 成 比

14,145,038 18.4

義 務 的 経 費 計 38,108,475 49.1

17.5

10,287,043 13.3

13,040,739 17.1

人 件 費

扶 助 費

38,416,133 50.2

公 債 費

13,563,167

14,258,265 18.3

10.6

合 計 77,540,122 100.0

2.9

1.4

145,432

1,080,168

8.7

△ 32.6

8,303,614

1,364,398

5,224,785

2.4

1.7 △ 2.3

191,911

△ 31,901

2.114,892,797 19.2そ の 他 の 行 政 経 費 計

維 持 補 修 費

補 助 費 等

物 件 費

投 融 資 関 係 経 費 計

786,282 1.0 △ 4,877,168

305,442

644,984

△ 4,364,654

6.8

10.7

21,630

1,498,000

6,734,961

9,040,873 11.7

災 害 復 旧 事 業 費

貸 付 金

繰 出 金

積 立 金

投 資 及 び 出 資 金

130,045 0.2

19.815,367,932

15,497,977 20.0投 資 的 経 費 計

普 通 建 設 事 業 費

6



Ⅷ　一般会計性質別歳出構成  

（単位：千円）

総 額

100.0%

(77,540,122)

貸 付 金

2.0%

(1,498,000)

扶 助 費

17.5%

(13,563,167)

人 件 費

18.3%

(14,258,265)

公 債 費

13.3%

(10,287,043)

義 務 的 経 費

49.1%

(38,108,475)

普通建設事業費

19.8%

(15,367,932)

投 資 的 経 費

20.0%

(15,497,977)

繰 出 金

8.7%

(6,734,961)

物 件 費

10.7%

(8,303,614)

投融資関係経費

11.7%

(9,040,873)

その他の行政経費

19.2%

(14,892,797)

災害復旧事業費

0.2%

(130,045)

維 持 補 修 費

1.7%

(1,364,398)

補 助 費 等

6.8%

(5,224,785)

積 立 金

投資及び出資金

1.0%

(807,912)

7



１　個の力が発揮でき、人の力で発展していくまち　－人づくり－ （単位：千円）

予算額

決算額

人権啓発及び男女共同参画の推進

・人権啓発推進事業

・男女共同参画推進事業
8,084

7,280

新 小中学校特別教室への扇風機設置

・小学校一般管理事業

・中学校一般管理事業
57,200

33,953

小学校の分離新設

1,639,644

1,615,923

学校生活相談の充実

13,883

12,967

学校教育推進事業

27,071

26,326

学校の元気応援事業

15,254

14,902

生涯大学システムの運営

12,434

9,039

スポーツ施設の整備

50,858

49,876

コミュニティづくりの推進

57,541

54,499

教職員の指導力向上に係る研修を実施するとともに、

特色ある学校づくりを行うため、マイタウンティー

チャーとして地域人材や大学生等を各学校に派遣する

などして、地域に応じた体験活動等の充実を図りまし

た。

学校教育部

指導課

新たなスポーツ活動の場を充実させるため、（仮称）

黒瀬多目的グラウンドの測量設計を行いました。ま

た、安全で快適なスポーツ活動の場を提供するため、

黒瀬Ｂ＆Ｇ海洋センターの体育館を改修し、市民ス

ポーツ活動の推進を図りました。

生涯学習部

スポーツ振興課

学校の魅力アップとして、図書館の環境づくりや和文

化学習の充実を行う小中学校に対して支援を行いまし

た。また、経験豊富な退職教員を学校へ派遣し、授業

内容や教員の指導力向上を図りました。

学校教育部

指導課

地域住民を主体とした自治の形成や地域のコミュニ

ティ活動を支援するため、その活動の拠点となる集会

施設の整備に係る補助等を実施し、地域におけるコ

ミュニティづくりの推進を図りました。

人権フェスティバルなど、人権を身近に感じられる行

事を行いました。また、男女共同参画のまちづくり講

演会や仕事と家庭の両立支援の調査を行い、意識づく

りや実態把握を行うなど「きらきらプラン」の着実な

推進に向けて取り組みました。

④豊かで多様な人間関係が広がるまち

学校教育部

教育総務課

生活環境部

地域づくり

推進課

生涯学習のまちづくりを推進するため、関係機関・団

体と連携しつつ、学習情報の提供、生涯学習パスポー

トのリニューアル、モデルプログラムや出前講座など

を実施したほか、生涯学習フェスティバルを開催しま

した。

生涯学習部

生涯学習課

③自らの興味・関心に応じていつまでも学び、活躍できるまち

過大規模校となっている寺西小学校について、分離新

設校を設置するため、建築実施設計業務を実施すると

ともに、造成工事に着手しました。
学校教育部

教育総務課

心の教育総合アドバイザー、心のサポーターを配置

し、児童生徒等への教育相談等を行いました。また、

不登校児童生徒の支援のため、学校や家庭にスクール

ソーシャルワーカーを派遣しました。

学校教育部

青少年育成課

夏季における酷暑対策として、小中学校の図工室、家

庭科室、技術室、理科室、美術室及び図書室に扇風機

を設置しました。

生活環境部

人権男女共同

参画課

事業名 実施内容とその成果 担当課

Ⅸ　主要な施策の成果

①一人ひとりの人権が大切にされる共生のまち

②新しい時代を担うこどもたちを育むまち
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２　安全で安心な暮らしを地域で支えあうまち　－安心づくり－ （単位：千円）

予算額

決算額

新 少子化対策の推進

875

546

放課後児童クラブ運営の充実

新 ○開所時間の延長

新 ○高学年児童の受入れ推進
407,050

394,921

多様な医療対策の推進

新 ○小児救急医療支援事業

新 ○災害派遣医療チーム設備整備事業
10,151

9,905

地域包括支援センターの運営

139,234

136,151

地域共生のまちづくりの推進

新 ○障害者計画の策定

66,734

61,344

新 生活困窮者の自立の支援

31,183

29,496

防犯推進事業

93,546

82,999

災害対策事業

新 ○災害対策本部環境の整備

新 ○河川監視カメラの設置
38,450

35,988

防災情報通信運営事業

○防災メール登録促進
24,445

23,475

自主防災組織育成事業

○資器材の貸与

16,555

15,301

港湾施設長期保全事業

99,976

87,535

○緊急告知ラジオ普及促進

地域住民が連携し防災活動を行う「自主防災組織」の

結成を促進するとともに、平常時における訓練等の活

動を支援することで、「自助」及び「共助」の面から

地域の防災意識を醸成し、防災力を向上させました。

総務部

危機管理課

港湾施設の老朽化に対応するため、計画的な維持管理

を行い、港湾施設を長寿命化することにより、維持管

理費の平準化及び縮減を図りました。

建設部

河川港湾課

自然災害や国民保護事案が発生又は発生のおそれがあ

る場合において、市民に迅速かつ分かりやすく防災情

報の伝達を行うとともに、防災関係機関と緊密な連絡

体制の構築を図りました。

総務部

危機管理課

①安心して子どもを生み、育てられるまち

健康福祉部

高齢者支援課

②安心して健康に暮らせる支えあいのまち

若い世代が結婚から育児までポジティブな意識を持

ち、積極的な行動につながるよう、妊娠・出産に関す

る知識の習得や、結婚・育児など自らの将来を考える

セミナー等を実施し、意識醸成を図りました。

こども未来部

こども家庭課

保護者が安心して就労できる環境を整えるため、開所

時間を１９時まで延長するとともに、志和、福富、豊

栄、河内地域で高学年児童の受入れを開始しました。

こども未来部

保育課

高齢者が住み慣れた地域で安心して生活を継続できる

よう、総合相談や介護予防支援等を行うとともに、地

域包括ケアシステムの構築に向け、在宅医療・介護連

携、認知症施策、地域ケア会議及び生活支援体制整備

等の事業に取り組みました。

事業名 担当課

東広島医療センターにおける小児の重症救急患者に対

応する小児二次救急医療の体制整備及び災害医療を担

う災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）の体制整備に係る

支援を行いました。

健康福祉部

健康増進課

実施内容とその成果

③災害や犯罪などのリスクに強い安全なまち

安全・安心なまちづくりを推進するため、防犯灯の設

置及び維持管理を行うとともに、警察署や防犯・暴力

追放関係団体と連携した啓発活動を実施しました。

障害の有無にかかわらず、すべての人にとって暮らし

やすい社会の実現のため、障害者計画の策定に取り組

むとともに、相談事業や虐待対策、啓発事業などを行

いました。

健康福祉部

障害福祉課

総務部

危機管理課

生活困窮者の自立の促進を図るため、本館５階に生活

支援センターを設置し、支援プランに基づく支援（住

居確保給付金の支給、家計相談支援、就労支援等）の

ほか、他機関の情報を提供するなど、相談内容に応じ

た支援を実施しました。

機能的な災害対策本部を構築するため、スマートフォ

ン・タブレット端末を配備し、常設スクリーンや河川

監視カメラ等を設置しました。また、総合防災訓練や

防災啓発活動の推進等を通じて、防災体制の充実を図

りました。

総務部

危機管理課

健康福祉部

社会福祉課
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（単位：千円）

予算額

決算額

橋梁長期保全事業

153,053

147,145

中心市街地における浸水改善

192,423

185,488

安芸津分署の新築移転

254,741

243,230

消防団活動事業

〇消防団員安全装備品の整備

149,454

142,554

新 消防・防災フェアの実施

624

624

消防水利整備事業

51,431

50,880

・常備消防車両等整備事業（東広島消防署）

・常備消防車両等整備事業（竹原消防署） 63,001

62,997

消防・救急自動車の整備

事業名 担当課

消防ポンプ自動車１台（東広島消防署東分署）、高規

格救急車１台（竹原消防署）を更新しました。

消防局

警防課

耐震性貯水槽５基の整備と４基の測量設計、消火栓

１８基の新設と１２基の更新を行いました。

消防局

警防課

西条中心市街地における豪雨時の道路の冠水、住宅等

の浸水被害を軽減するため、雨水排水施設を整備しま

した。

火災予防の啓発と市民の防災意識の高揚を目的とし

て、従来の消防写生大会に、体験・学習型のイベント

を加えた「消防・防災フェア」を実施しました。

道路橋の老朽化に対応するため、橋梁の点検結果に基

づき計画的に修繕を行い、橋梁の長寿命化と維持管理

費用の平準化及び縮減を図りました。

建設部

維持課

消防局

予防課

安芸津分署の新築移転を完了し、平成２８年４月から

運用を開始しました。

消防局

消防総務課

下水道部

下水道建設課

実施内容とその成果

安全装備品として、雨衣、耐切創性手袋を全団員に配

備しました。

消防局

消防総務課
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３　環境と調和した生活しやすいまち　－快適づくり－ （単位：千円）

予算額

決算額

91,244

90,459

4,000

3,186

都市公園の整備

422,866

419,652

寺家駅周辺市街地の整備

・寺家地区土地区画整理事業

・寺家地区土地区画整理事業関連公共事業

・寺家地区地区計画整備事業
462,569

448,063

汚水処理施設の整備

80,500

80,500

汚水管渠の整備

1,282,526

1,200,068

公共交通の充実

874,364

874,008

市道の整備

1,189,174

1,155,770

街路の整備

461,708

454,816

安全で快適な生活環境の保全

・環境保全事業

・小型浄化槽設置整備事業 135,459

98,652

地球温暖化への対策

40,991

29,265

市営住宅ストックの適正なマネジメントと質の向上を

図るため、住戸改善・長寿命化工事等を実施しまし

た。

建設部

住宅課

①魅力ある住環境の整ったまち

市営住宅建設事業

計画的な市街地誘導によるまちづくり

緑豊かな市民の安らぎ・憩いの場を充実させるため、

東広島運動公園、龍王山総合公園及び身近な公園の整

備を行いました。

都市部

都市整備課

西条第二地区において、良好な居住環境の形成につな

がるよう、地域との協働により、地区計画制度を活用

した計画づくりを進めました。

都市の骨格となる道路ネットワークの構築を図るた

め、都市計画道路西条中央巡回線、吉行泉線及び丸山

原線の整備を行いました。

都市部

都市整備課

担当課

生活環境部

環境対策課

JR寺家駅を中心とした新しい都市拠点を形成するた

め、宅地造成、（都）吉行飯田線、市道寺家北線及び

地区計画道路等の整備を行いました。

都市部

区画整理課

汚水処理施設の効率的な維持管理と計画的な施設更

新、耐震化を目的として、長寿命化計画の策定、長寿

命化対策（詳細設計業務）及び耐震診断等を実施しま

した。

下水道部

下水道管理課

下水道建設課

下水道施設課

環境にやさしい持続可能な社会の実現に向け、スマー

トハウス化支援や超小型EV（電気自動車）の導入に

よる低炭素な移動手段の推進、地球温暖化対策地域協

議会や環境イベントの支援等を行いました。

生活環境部

環境対策課

公共用水域の水質保全、生活環境の向上を目的とし、

公共下水道の普及を図るため、汚水管渠の整備を実施

しました。

下水道部

下水道建設課

下水道施設課

都市部

都市計画課

事業名 実施内容とその成果

②だれもが移動しやすいまち

日常の生活に必要不可欠である安全かつ円滑な移動手

段を確保するために、関係機関と連携し、将来を見据

えた利便性の高い交通ネットワークの構築に向け、

JR寺家駅の整備や、総合交通戦略に基づく公共交通

再編に向けた検討を行いました。

政策企画部

政策推進課

安全で利便性の高い道路通行サービスを提供するた

め、市道（幹線道路、生活道路）の整備を行いまし

た。

建設部

道路建設課

③環境にやさしいまち

水質汚染の現状を調査するため、公共用水域２５地点

で、毎月１回の水質検査を行いました。また、生活排

水による公共用水域の水質汚濁を防止するため、小型

浄化槽の設置を推進しました。
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予算額

決算額

ごみのポイ捨て・不法投棄の防止

・公衆衛生推進団体育成支援事業

・環境美化及び保護事業 38,523

・ごみ不法投棄対策事業 35,553

ごみの資源化及び減量化の計画的な推進

・広島中央環境衛生組合負担金

・固形状一般廃棄物処理事業
2,790,895

2,750,722

景観形成の推進

63,874

62,724

新 美術館の整備

12,999

12,809

事業名 実施内容とその成果 担当課

④東広島らしさを継承し、創造できるまち

美術館の老朽化・狭隘化等の課題に対応するため、新

たな美術館の整備方針について検討し、美術館基本構

想・基本計画を策定しました。

生涯学習部

文化課

生活環境部

廃棄物対策課

生活環境部

廃棄物対策課

家庭から排出される廃棄物の適正かつ計画的な収集を

行うとともに、ごみの減量化、資源化を図るための施

策を展開し、循環型社会意識の高揚を図りました。ま

た、広島中央環境衛生組合の運営費の一部を負担割合

に基づき負担しました。

「ポイ捨てごみ０（ゼロ）のまち」、「日本一きれい

なまち」を目標に、ポイ捨てや不法投棄のされにくい

「環境づくり」、「意識づくり」を推進しました。

（単位：千円）

白市地区の文化的景観に配慮した白市交流会館の建築

に着手するとともに、歴史的な街なみに配慮した道路

の美装化を行い、街なみの保全・活用に努めました。

都市部

都市整備課
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４　交流が盛んなにぎわいのあるまち　－活力づくり－ （単位：千円）

予算額

決算額

農業の担い手育成

新 ○集落法人省力化支援事業

232,683

207,407

農業・農村環境の保全

新 ○畦畔管理省力化機械整備事業

181,740

179,899

多様な担い手の育成

新 ○園芸日曜講座

6,698

6,575

企業誘致の促進

677,266

588,727

産業団地整備

・寺家地区産業団地造成事業

新 ・志和流通団地造成事業
339,102

336,404

ため池水路整備事業

231,711

218,046

産学金官の連携促進

3,554

3,548

安芸津拠点施設（生涯学習センター等）整備

463,206

460,503

芸術文化ホールの整備等

・市民ホール建設事業

・芸術文化ホール管理運営事業
4,491,305

4,482,386

多文化共生の推進

29,810

29,440

観光の振興

○観光情報の発信

○魅力ある観光地づくりの推進
82,101

○観光客受入れ体制の整備
80,036

③にぎわいのある拠点のあるまち

生涯学習部

文化課

事業名 担当課

②大学や試験研究機関などの知的資源を活かしたまち

産業部

産業振興課

大学・試験研究機関、産業支援機関、金融機関等との

より密接なネットワークを築くことにより、本市の強

みである多種多様な知的資源を活用した付加価値の高

い技術や製品の開発等を促進する事業を展開しまし

た。

地域経済の活性化及び雇用機会の増大を図るため、企

業立地助成金の交付、企業誘致・留置活動を実施しま

した。また、平成２７年度からの３年間を新産業団地

の販売促進期間と位置付け、プロモーション推進事業

を拡充、実施しました。

国内外からの観光客誘致を促進するため、地域資源を

活かした魅力的な観光地づくりや観光客受入れ体制の

整備を進めるとともに、様々な媒体を活用した観光

PRを実施しました。

産業部

商業観光課

安芸津拠点施設整備の一環として、旧安芸津支所跡地

に生涯学習センターホール及び図書館を新築しまし

た。

生涯学習部

生涯学習課

市民の文化芸術や交流活動を活性化するため、芸術文

化ホール「くらら」を建設するとともに、開館に向け

た準備を行いました。

政策企画部

企画課

多文化共生社会の形成を促進するため、多言語による

相談や生活情報の提供など外国人市民への生活支援に

取り組むとともに、異文化理解を図るための国際交流

事業等を行いました。

④交流が活発なまち

ため池や水路の改良事業を実施するとともに、県営た

め池整備事業に対する費用負担を行い、効率的で安定

的な農業経営に資する農業基盤の整備を行いました。

建設部

河川港湾課

新たな企業用地を確保するため、寺家地区（広島県と

共同事業）、志和流通団地内（独自事業）及び吉川工

業団地北地区（東広島市土地開発公社と連携）に産業

団地を整備しました。

産業部

産業振興課

農地、水路及び農道等の維持管理や機能向上のための

地域共同活動を支援し、農業・農村環境の保全を図り

ました。また、畦畔管理の軽減や景観形成の推進を図

るため、シバザクラ等の植栽に係る資材費等の一部を

助成しました。

産業部

農林水産課

新規就農者育成研修や生産講座等を継続実施して、野

菜等を栽培する担い手を育成しました。また、就農機

会の創出を目的として、新たに園芸日曜講座を実施し

ました。

産業部

園芸センター

集落法人の設立と経営発展、担い手への農地集積等を

支援することにより、農業の担い手の育成を図りまし

た。また、集落法人の主要作物である水稲の省力化を

図るため、湛水直播栽培の取組みを支援しました。

産業部

農林水産課

実施内容とその成果

①地域特性を活かした活力とにぎわいのあるまち

産業部

産業振興課
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５　新たな発想を活かした自立と協働のまち　－自立のまちづくり－ （単位：千円）

予算額

決算額

市民協働のまちづくりの推進

166,215

165,146

市民協働センターの管理運営

10,178

10,116

地域センター管理運営・改修

・地域センター管理運営事業

・地域センター改修事業
656,042

636,646

職員研修事務

○課程研修、特別研修 等

新 ○トライ・ザ・ライセンス支援
11,229

新 ○キャリアアップ視察研修
10,843

主要事業の総合調整

○（仮称）西条バイパス道の駅の整備

12,446

11,544

電算処理システムの管理運営

589,572

585,090

公共施設の適正配置の推進

19,005

18,859

収納率向上の取組み

・市税収納事務

・保険税収納事務
79,685

75,834

市税収入の安定と税負担の公平性を確保するため、

「収納率向上トライアル」を実施し、納期内納付の促

進や積極的な滞納整理など、収納率の向上を図りまし

た。

財務部

収納課

関係機関等と調整しながら、一般国道２号西条バイパ

ス沿道における「道の駅」の整備促進に向けて基本計

画を策定するとともに、道の駅予定地の埋蔵文化財試

掘調査を行いました。

政策企画部

政策推進課

昭和５０年代後半から数多く整備されてきた公共施設

の建替えや大規模修繕に備えて、マネジメント計画の

策定に向けた取組みを進めました。

財務部

管財課

①市民と行政のパートナーシップづくり

事業名 実施内容とその成果 担当課

市民協働のまちづくりを推進するため、住民自治協議

会への支援をはじめとし、活発な市民活動による地域

活性化を図るため、補助金の交付や情報サイトの改

修、運営などの各種支援事業を行いました。

生活環境部

地域づくり

推進課

市民協働のまちづくりを推進するため、全市の拠点と

して整備した市民協働センターについて、各種講座・

イベントの開催を通した交流促進など、運営の充実を

図りました。

生活環境部

地域づくり

推進課

市民協働のまちづくりを推進するため、住民自治協議

会などの地域づくりに関する活動の拠点として、地域

センターの管理運営及び改修等を行いました。

生活環境部

地域づくり

推進課

②信頼される行政経営

業務システム及び情報機器の管理運営を行いました。

また、新総合福祉システム及び新財務会計システムの

構築、マイナンバー対応、ペーパーレス会議システム

の導入、図書館・地域センター等への無線LANの導入

を行いました。

政策企画部

市政情報課

総務部

職員課

市職員の能力の向上と組織の活性化を図るため、各種

研修を実施しました。また、自ら能力開発を行う意欲

の高い職員を後押しするため、自己啓発促進制度とし

て、資格取得支援や先進地視察研修を新たに実施しま

した。
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１　決算の特徴

①安全な飲料水の確保 安　心

　安全で良質な水を安定的に供給するという水道事業の使命を果たすべく、水質管理を徹底し、

水質異常の早期発見に努めました。

（決算額） （予算額）

　○ 水質検査業務、管末水質監視業務 55,839 64,126

　○ 浄水場管理業務、巡回点検業務 16,879 17,461

　○ 水道施設機械警備業務 14,432 14,658

　○ 水源監視業務 844 1,971

②水道施設の整備・更新 安　定

　要望に基づき、真に給水を必要としている地域の配水管整備等を行うほか、計画に基づく管路

及び施設の更新工事を実施しました。また、重要度の高い施設の点検を計画的に行い、施設の延

命化を図りました。

　○ 上水道拡張工事 168,508 168,509

4,582 5,382 ※H26-27繰越事業

　○ 管路更新工事 35,799 53,829

71,890 79,803 ※H26-27繰越事業

　○ 施設更新工事 13,359 23,674

93,947 99,326 ※H26-27繰越事業

　○ ポンプ所等施設点検業務 14,295 19,905

③水道事業経営の健全化 持　続

　経営基盤の強化に向け、有収率向上のための漏水調査を行うとともに、経営の更なる健全化、

効率化を目指しました。

　○ 一般会計から簡易水道事業への繰入れ（基準外） 96,724 119,935

　○ 建設改良費の積立て（平成２６年度剰余金） 350,000 350,000

　○ 滞納整理・給水停止業務（民間委託） 29,941 29,942

　○ 漏水調査業務等 5,067 5,516

２　決算の規模

（１）業務量

（戸）

（㎥）

（㎥）

（㎥）

（人）

（％）

Ⅹ　東広島市水道事業会計決算

(1.7)

年 間 総 配 水 量

給 水 戸 数

（ う ち 県 用 水 ）

17,907,931

平 成 ２ ７ 年 度

72,422

平 成 ２ 6 年 度

70,900

17,491,632

（単位：千円）

　　（配水管布設７地域、ポンプ所電気・機械設備、附帯工事）

0.7

増　　　　減

率 （％）

2.1

2.4

2.11,007

(750)

1,072

0.2

数  値

1,522

416,299

84.1

47,922

給 水 人 口 155,931 154,859

84.3

48,929

普 及 率

(45,090)

一 日 平 均 配 水 量

(44,340)
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342,628

（２）収益的収入及び支出決算構成図

差     引

数   値

5,105,330 5,068,050

◎収益的収入及び支出

751,461

水 道 事 業 収 益

水 道 事 業 費 用

区     分

（単位：千円）

37,280

△ 305,348

増　　　　減 

4,353,869 4,659,217

率（％）

0.7

△ 6.6

平成２７年度 平成２６年度

408,833

給水収益 83.4 %

(4,255,454)

総 額

5,105,330

(100 %)

総 額

4,353,869

(100 %)

手 数 料

簡 易 水 道 収 益

そ の 他

1.5 % ( 78,393)

1.4 % ( 72,104)

0.8 % ( 42,657)

受水費 52.3 %

(2,278,192)

減価償却費 21.7 %

(945,968)

職員給与費 6.2 % (268,131)

収 入

工事負担金 1.1 % ( 48,157)

資産減耗費 0.4 % ( 17,890)

薬 品 費 0.1 % ( 3,127)

支 出

補助金 2.8 %

(142,987)

分担金 3.6 %

(183,838)

委託料 4.8 % (207,141)

支払利息 3.1 % (135,839)

修繕費 3.5 % (152,240)

動力費 2.0 % (88,441)

賃 借 料 0.1 % (     2,357)

受託工事費 0.0 % (     1,476)

そ の 他 4.7 % (204,910)

長期前受金戻入 6.5 %

(329,897)
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19.7

増　　　　減 

率（％）

△ 42.2

数   値

△ 203,903

△ 502,757

（単位：千円）

483,024

（３）資本的収入及び支出決算構成図

平成２６年度

1,520,157 298,854

△ 1,037,133差     引 △ 1,539,890

◎資本的収入及び支出

区     分 平成２７年度

1,819,011資 本 的 支 出

資 本 的 収 入 279,121

総 額

279,121

(100 %)

総 額

1,819,011

(100 %)

負担金 34.2 %

(95,456)

補助金 27.1 %

(75,511)

企業債 31.0 % 

(86,500)

出資金 7.7 %

(21,630)

配水管設備費 12.3 % 

(223,484)

支 出

収 入

0.5 % ( 9,311)

0.3 % (  6,056)

0.1 % (   917)

簡易水道拡張費

量 水 器 費

リ ー ス 債 務

企業債償還金 29.2 % 

(531,401)

上水道拡張費 13.9 % 

(253,312)

固定資産売却代金 0.0 %

(24)

投資 27.5 % 

(500,000)

固定資産購入費 8.6 % 

(156,270)

施設整備費 7.6 % 

(138,260)
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